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１． はじめに 

本章では地域住民の沿岸域保全に対する意識と沿岸域の中学校で行われている海洋学習の評価に関

する一連の研究の成果を紹介する。沿岸域の保全には漁業に直接携わる漁師だけでなく、地域住民、そ

して一般市民がレクリエーションや漁獲物の消費など多様な形で携わっており、人々の沿岸域保全に関

する考え方を理解することは、今後の持続的な沿岸域管理のあり方を考えるうえで重要である。また、沿岸

域の保全管理を将来担う人材の育成も重要で、この観点から現在学校で行われている海洋学習が人材育

成に果たす役割を明らかにすることは有意義である。 

１．１ 沿岸域保全に対する地域住民の意識 

本項ではまず日生湾周辺の住民を対象とした意識調査の結果を紹介する。調査地である岡山県備前

市日生は、県の東南端に位置する人口約 7,700人の町で、1800年代後半には全世帯の 90％が漁業に従

事していたなど、漁業が盛んな地域として知られている。沿岸域の保全活動に対してどの程度の住民の参

加を見込めるかを検討するためには、まず誘致圏（どの地域までの住民を保全活動に誘致するか）を明ら

かにする必要があると言われている 1)。そこで、本研究では日生湾周辺の地域住民を対象に意識調査を

実施し、対象エリア（日生湾）に対する意識（保全意欲や愛着など）と日生湾からの距離（住民の居住地）と

の関連性を明らかにした。インターネットアンケートを 2015年2月から 3月にかけて実施し、日生湾から 60 

km 圏内に居住している 20 歳以上の住民（n=1,630）を分析対象にした。結果、住民の居住地と日生の沿

岸域への意識との関連性については、保全意欲（時間・労力を費やしてもよい）は日生湾から 21 km より遠

くなると有意に低下し、金銭的な貢献意欲は 41 km より遠くなると有意に低下した（表 1）2)。日生の沿岸域

へのなじみは、20 km 圏内と 21 km-40 km 圏内、更に 21-40 km 圏内と 41-60 km 圏内との間に有意な差

があり、距離が離れるほど有意に低下した。日生の沿岸域への愛着は、20 km 圏内の住民は 20 km 圏外

の住民よりも有意に高かった。住民が対象沿岸域に対して愛着を持ち、保全意欲を感じる地域を特定する

ことは、市民参加型の沿岸域管理を検討するうえで重要で、本研究で明らかになったそれらの地域を対象

に普及啓発や保全活動への参加の呼びかけを行うことで、より効果的に住民の参加を促すことが可能に

なる。 

表 1. 日生湾からの距離別の回答者（n=1,263）の日生の沿岸エリアに対する意識（同じ点線で囲まれた

平均値はテューキー法による多重比較の結果、有意な差が見られなかった[p<0.05]）2） 
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次に、日生湾及び宮城県の志津川湾周辺の住民を対象に沿岸域に対する愛着を比較した研究結果を

紹介する。アンケート票は、人々の地域に対する愛着を測る質問[Ardoin et al.3)を参考に、生物・物理的要

素、社会・文化的要素、心理的要素、政治・経済的要素から構成される 23 項目]、将来世代に対する意識

など時間的要素を測る質問[4 項目] 、性別、年齢、学歴など属性に関する質問及び沿岸域に対する認識

や訪問経験に関する質問[13 項目]などから構成された。共分散構造分析より将来世代に対する意識の因

子を被説明変数として、愛着に関する 4 つの因子（「生物・物理的要素」「社会・文化的要素」「心理的要素」

「政治・経済的要素」）を説明変数とし、愛着と将来世代に対する意識との関連性を明らかにした。結果、日

生湾においても志津川湾においても生物・物理的因子及び心理的因子が将来世代への意識に有意な影

響（p<0.01）を与えていることが分かった（図 1）4）。結果に関するモデルの当てはまりの良さを示す RMSEA

（Root Mean Square Error of Approximation）が両湾ともに 0.1 以下で、GFI(Goodness of Fit Index)は 1.0 に

近い値を示し、モデルの適合度は満足すべき水準に達した。またいずれのモデルにおいても、決定係数

は 0.65 以上であり、当理論モデルが住民の沿岸域に関する将来世代への意識に影響を与える要因の過

半数を説明できていることが明らかになった。本研究結果を踏まえると、今後、人々の沿岸域への保全意

識を高め、市民参加型の沿岸域管理をしていくためには、地域への愛着を考慮した戦略的な普及啓発・

参加型保全活動を展開していくことが重要で、例えばライフスタイル（趣味・仕事）と地域をつなげる取り組

みや家族で参加する自治会の活動などが考えられる。 

 

 

 

２． 沿岸域の中学校で行われている海洋学習とその効果 

海洋環境を持続的に管理していくためには、人々が海に対して理解や関心を深めるための教育がこれ

まで以上に必要とされている。しかし、学校教育現場では、海洋教育を担当できる教員や教材が不足し、

まずは関連するカリキュラムや先進事例を蓄積し、その価値や効果に関する研究を積み重ねることが求め

られている 5）。岡山県備前市日生では地元の漁師が積極的に海の保全管理を行っており、同地域に位置

する日生中学校では、漁業組合との連携のもと全学年を対象とした総合学習として海洋教育に取り組んで

いる。具体的には、カキの種付け作業、アマモ（海藻の一種）の種の選別・播種作業、カキの洗浄作業、そ

して漁師への聞き書き学習など体験型の教育プログラムが年間を通して行われている。 
本研究では、日生中学校の海洋教育プログラムが生徒に与える教育効果を参与観察や中学生への聞

き取り調査から明らかにした。結果、海洋教育を受けた中学生は高学年になるほど多様な言葉で人と海と

図 1．日生湾における共分散構造分析（探索的モデル特定化）の結果：n=2,851、p<0.01、 
GFI=0.90、RMSEA=0.09、数値は全て標準化係数[いずれも 1%水準で有意]4） 
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のつながりについて、また経験に基づいて日生の海について説明できるようになっていることが明らかに

なった。一部の生徒は、「自分たちの力でアマモを増やし、海をきれいにしていきたいと思うようになった」、

「以前は海にゴミを捨ててしまうことがあったが、海の生物について学び、ポイ捨てはしなくなった」などと話

しており、海洋教育が生徒の態度や行動に変化をもたらしている可能性があることが示唆された。更に、高

学年になるほど、日生の海に対する親しみや愛着がある生徒が多くなり、一部の生徒は「海を守ると地元

を守っているような気になるので、今後も日生の海を守っていきたい」と話していた。その他、「漁師の仕事

の大変さが分かり、感謝の気持ちが芽生えた」など漁師への感謝を口にする生徒も高学年では多かった。

生徒の語りから、継続して地元の海の保全に携わり、漁師などと交流してきたことが生徒の意識に変化をも

たらしていること、更に日生中学校の海洋教育が将来にわたって日生の海と関わっていく人材の育成に貢

献していることが示唆された。6, 7, 8） 

また同中学校の全校生徒に対して実施したアンケート調査からは生徒の意識が定量的に明らかになり、

具体的には、海洋学習を通して生徒が地域や地元の海への興味関心を持ち、海に対する知識を得て、地

域への愛着を深めることで、地元の海を保全しようとする意欲が高まることが分かった（図 2）。また海洋学

習を通して様々な人（地域の人、漁師など）と関わることで、そして生徒の自己肯定感が高まることで、生徒

は将来に対して肯定的なビジョン（例：将来も前向きに生きていこうとする気持ち）を描けるようになっている

ことが分かった。9） 

 

 

図 2．地元の海の保全意欲及び将来に対する肯定的ビジョンと関係する要因モデル（値は標準化偏回帰

係数、全ての関係性は有意［p < 0.05］である。関係が強い［B > 0.4］要因については関連性［矢印］

を太字で示した。点線の矢印は目的変数が説明変数へ影響を与えている可能性もあることを示し

ている）。なお本研究では海洋学習が生徒が感じる「人とのつながり」及び「自己肯定感」を促進して

いるという仮定のもと分析をしている。9） 

 

「人手をかけることで生物生産性と生物多様性が高くなった沿岸海域」10）が里海と呼ばれ、日生の沿岸

域もその一つであると言われているが、一連の研究より里海が人と海が、また人と人が関わる舞台を提供

しているなど、文化的サービスも有することが明らかになった。そこで行われる海洋教育などの取り組みは

生徒の意識を変えただけでなく周りの大人の意識にも影響を与え、コミュニティ全体に影響が及んでいた

11）。日生の海洋教育を海外から来た留学生（大学生）が受ける機会があったが、地元の中学生や漁師と交

流することは、留学生にとっても沿岸域保全の重要性を学ぶ重要な機会となった 12）。日生中学校における

海洋教育は、沿岸域の持続可能な発展を実現するためのモデルケースとなると考えられる。 
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